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１ 本研究の動機・目的 

１－１ 少子化や所得格差によって生じる

社会的な課題 

現代の日本における社会的課題の中でも、

とりわけ重要なものの一つは、少子化問題で

ある。 

少子化自体は、1974年に人口置換水準とさ

れる2.08を割り込んだ後も徐々に進行し、

「1.57ショック」と言われた1990年頃から、

社会的課題として一般的に認識されるよう

になってきた1。 

近年、少子化対策として出生率の向上にも

貢献できると考えられる、保育サービスの充

実2や職場における働きやすさ改革などの施

策が進められている。 

国をあげての対策により、ようやく合計特

殊出生率は下げ止まりつつあるとはいえ、な

お希望出生率（1.83）3を大きく下回り、2016

年現在においても1.44となっている。 

さて、その少子化の要因として、女性の社

会進出や晩婚化を理由に挙げる考えも伝統

的にあるものの4、近年はこうした考えに対し

て、「結婚や出産・子育てに伴うコスト（機

会費用）が出生率の低下に影響を与えている

ことが示唆される。一方、女性の社会進出（就

業率の上昇）や晩婚化が出生率の低下をもた

らすという効果は認められない5」という実証

分析もなされているように、捉え方は変化し

てきている。 
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また、共働きモデルが標準的になってきた

にもかかわらず、働きながら子育てがしづら

い環境も、少子化の一因に挙げられている6。 

こうした要因に加え、就職氷河期世代以後

の雇用・生活の不安定化と所得水準の低下が、

真の原因とする考えもある。 

2015年が最新の調査である「第15回出生動

向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）」

によれば、独身者のうち結婚意思があるにも

かかわらず結婚しない理由は、結婚資金や住

居、仕事などを挙げる者が多く、経済事情や

生活基盤が婚姻率に影響していることが分

かる。また同調査では、夫婦のうち「予定す

る子ども数」を実現できない世帯は8割を超

え、その理由として、不安定な収入や年齢、

仕事上の問題を挙げる者が多く、こちらも経

済事情や生活基盤が影響していることが分

かる。 

政府による積極的な対策の推進にもかか

わらず、雇用や生活の不安定化と所得水準の

低下が少子化の大きな要因となっており、先

行研究を踏まえてなお検討できる政策の余

地があるのであれば、そうした問題に焦点を

あて研究を進める必要があると考える。 

その際、注目すべきは、正規労働者に比べ

て、所得水準や能力開発の機会が少ない非正

規労働者の増加であろう。 

 

１－２ 「非正規労働者」の定義 

非正規労働者の定義であるが、法律では明

確になされていない。事業者による就業規則

や雇用主と被雇用者との間の認識共有によ

って、雇用形態が分類されているのが実態で

ある。 

本稿では厚生労働省の考え方7に従い、正規

労働者（労働契約の期間の定めはなく、フル

タイムで働き直接雇用されている労働者）で
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はない有期契約労働者、短時間労働者、派遣

労働者などの雇用形態で働く者を総称して、

「非正規労働者」と呼ぶこととする。特に、

仮説検証における調査では、雇用形態の別に

よって能力開発の機会に差がある点から、雇

用契約期間の有無において分類するものと

する。 

なお類義語として、「非正社員」や「非正

規雇用者」、もしくは「非正規雇用労働者」

とも呼ばれるが、本稿では「非正規労働者」

の呼称で統一したい。 

  

１－３ 就職氷河期世代前後の雇用環境の

変化 

1993年から2005年に高校や大学などを卒

業し、初職を経験した世代は「就職氷河期世

代」と呼ばれる。同世代を境界として、「上

の世代と下の世代との間に、賃金額の面で大

きな断絶が存在している8」ことが見られ、「学

校卒業時点の景気は、労働者の生涯において

経験する景気の一瞬にすぎないにもかかわ

らず、その後の人々の雇用状況に影響を及ぼ

し得る。すなわち、学卒時に不況であった世

代は、比較的長期にわたって高い無業率、低

い雇用の安定性、低い賃金となる可能性があ

る9」と考えられる。 

 この大きな要因は、非正規労働者の増加と、

正規労働者の賃金額の減少である。 

1993年以後の現金給与総額の増減要因で

は、「1993～2016年の全期間を通じて、パー

ト比率の変化（上昇）は現金給与総額減少の

最大の要因となって」おり、「特に1999～

2002年の失業が最も深刻だった時期に、パー
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聞出版社 84-85 頁 

ト比率上昇の影響は大きく賃金全体を押し

下げてきた10」とされている。 

さらに、「いわゆる就職氷河期に新卒就職

をした世代の周辺のみで、正社員・正職員の

賃金額の減少がみられ、それがダイレクトに

全体の賃金額の減少につながっており、特に

大学・大学院卒の40～44歳で大きくマイナス

に寄与していることが分かる11」とも指摘さ

れる。 

非正規労働者は、なぜ就職氷河期世代以後

に増加したのだろうか。 

その要因としては、「プレ就職氷河期世代

はそれ以降の世代よりも、明らかに初職が正

社員だった割合が高く、企業規模が大きい12」

ことが挙げられ、太田は「バブル崩壊以降の

日本経済は、未曽有の低成長に加えて、将来

の不確実性の増大に直面した。…バブル崩壊

後多くの日本企業は自社の長期的な存続に

すら自信を失ってしまい、将来への投資であ

るはずの若年正社員採用まで大幅に削減す

るようになった。その一方で、不確実性の高

まりに対応して雇用調整の柔軟性を確保す

るために、非正社員のシェアを大きく増やし

ていった。そのために新卒者で正社員採用さ

れなかった者が、大量にフリーターになると

いう現象が生じたといえる13」とする。 

長く続いた不況期は、企業経営の長期展望

への不確実性を高め、結果的に大企業は正規

労働者を減らし、雇用調整機能としての非正

規労働者を増やし、また賃金水準が比較的低

い中小企業が若年者の雇用を引き受けてき

たと言える。 

                                                 
10 中井雅之(2017)「マクロ経済からみる労働需給と賃

金の関係」玄田有史編『人手不足なのになぜ賃金が上

がらないのか』慶應義塾大学出版会 194 頁 

11 黒田(2016) 30 頁 

12 近藤絢子(2016)「初職や転職歴と現職の関係」『新

たな就職氷河期世代を生まないために』51 頁 

13 太田聰一(2010) 136-137 頁 



また、この時期には1997年、98年の金融危

機により不良債権と過剰雇用の問題が顕在

化し、以後21世紀初頭にかけて200万人を超

える雇用が削減され14、男性が大黒柱として

家計を支える世帯モデルが維持できなくな

ったことに加えて、労働者派遣法改正などの

影響、または構造的に低賃金とならざるを得

ない介護福祉職や保育職が増えたことなど

も、非正規労働者の増加に拍車をかけた背景

として挙げられる。 

仮に非正規労働者であっても、正規労働者

に準じる所得水準を得られたり、正規労働者

並みの能力開発機会に恵まれたりする見通

しがあれば問題はない。しかし実際には、「勤

務先の企業で受けるOJTを含めた教育訓練

機会を正社員と非正社員で比較すると、非正

社員の方が機会が少ない15」とされ、また「新

卒就職の時点で正社員ではない場合、その後

なかなか正社員になりづらい16」とされる。 

多様な働き方を実現し、一人一人の活躍を

進めていこうとしている昨今にあって、非正

規労働者に対する効果的な能力開発の施策

を見出していく必要があると考える。 

 

１－４ 本研究の動機と目的 

 ここまで見てきたように、非正規労働者の

増加は、社会全体からみると、所得水準の世

代間格差（就職氷河期以後は低い賃金水準の

固定化）を招き、それは社会資本の低下や社

会秩序の不安定化につながったり、結婚や出

産に踏み出したりすることを躊躇する要因

にもなり得る。 

私は、初職で人材派遣会社の営業職を経験

して以来、現在に至るまで20年近く職業訓練

校の運営や教育研修、職業紹介などの事業を

                                                 
14 久本憲夫・仁田道夫(2008)『日本的雇用システム』

ナカニシヤ出版 64-67 頁 

15 佐藤博樹(2010)「働くことと学ぶこと」佐藤博樹編

『働くことと学ぶこと』ミネルヴァ書房 26-27 頁 

16 近藤(2016) 50 頁 

通じて、非正規労働者や学生を対象に能力開

発支援や就労支援に従事してきた。それは私

自身が就職氷河期を体験し、これからの社会

の成り行きに強い危機感を抱いてきたから

である。 

本研究は、正規労働者と非正規労働者とい

う雇用形態の差異が「実行・達成を支える知

能17」としての「実践知」の獲得にどのよう

な影響を与えているのかを、ホワイトカラー

労働者を対象として分析するものである。 

そして、非正規労働者の「実践知」の獲得

の見通しが正規労働者より低かったとして

も、他に「実践知」を獲得できる方策がない

かを探索し、検討するためのものである。 

本研究を通じて、少子化の大きな要因とも

なっている就労形態の別による能力や所得

の格差が生じる社会的課題に対して、新たな

労働政策を展望したい。 

 

 

２ 先行研究 

２－１ 正規労働者と非正規労働者の能力

開発機会の差に関する調査 

 雇用形態による能力開発機会の差異につ

いては、労働政策研究・研修機構が、1万人

を対象に行った調査がある18。 

この調査によると、年間20時間以上、職場

外の教育訓練（以下、Off-the-Job Training

の略語である「Off-JT」と呼ぶ）に参加した

比率は、正規労働者では21.4％、契約社員で

11.9％、パート・アルバイトで5.0％であっ

た。また受講した内容については、「仕事を

する上での基本的な心構えやビジネスの基

礎知識を習得する研修」は、正規労働者は

32.0％、契約社員は41.3％、パート・アルバ

                                                 
17 楠見孝(2012)「実践知と熟達者とは」楠見孝・金井

寿宏編『実践知』有斐閣 10 頁 

18 独立行政法人労働政策研究・研修機構(2017a)「人

材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果〈労

働者調査〉」 



イトは51.4％であり、「管理・監督能力を高

める研修」と「中長期的なキャリア設計に関

する研修」では、それぞれ正規労働者は

32.1％／9.1％、契約社員は10.9％／0.0％、

パート・アルバイトは5.1％／2.9％となって

いる。 

 また職場内の教育訓練（以下、On-the-Job 

Trainingの略語である「OJT」と呼ぶ）に関

しては、「専任の教育係を付けられた」、「仕

事の幅を広げられた」、「段階的に高度な仕

事を割り振られた」が、それぞれ、正規労働

者は7.1％／24.6％／16.8％、契約社員は

5.8％／17.9％／9.0％、パート・アルバイト

は5.8％／18.7％／13.5％であった。 

 総合的にみて、正規労働者の方が非正規労

働者よりも、Off-JT・OJTともに能力開発機

会は充実していると言える。 

 

２－２ 労働者のキャリア形成・技能熟練化

に関する職業能力の研究 

 次にどのような要素（能力開発機会など）

が、労働者のキャリア形成や技能熟練化につ

ながるのかを見たい。 

先駆的に研究を行ってきた小池は、「現代

の職場では、一見量産方式でくりかえし作業

のように見えようが、実は、おどろくほど変

化と異常がおきており、それを上手にこなせ

るかどうかで、効率ははなはだしく異なる。

このノウハウこそが知的熟練」とし、さらに

知的技能の形成は、「おもに、はばひろいOJT

による19」とする。 

楠見はどのように労働者が熟練者となる

のかについて、国際的な研究を基礎に知的熟

練過程を以下の4段階に分類した。すなわち、

①仕事の一般的手順やルールのような手続

き的知識を学習する「初心者」の段階、②定

型的な仕事ならば、速く、正確に、自動化さ

                                                 
19 小池和男(1994)『日本の雇用システム』東洋経済新

報社 36-37 頁 

れたスキルによって実行できるようになる

「定型的熟練化」の段階、③状況に応じて規

則が適用でき、さらに文脈を超えた類似性認

識ができるようになり、過去の経験や獲得し

たスキルが使えるようになる「適応的熟練

化」の段階、④すべての人が到達できるわけ

ではない、特別なスキルや知識からなる実践

知を獲得した「創造的熟練化」の段階である
20。 

 ところで、このような労働者の技能熟練化

のために、日本においても職業能力の定義化

や職能に基づく人事考課、目標管理は進めら

れてきた。しかしそれは、「長期の働きぶり

で長期の実績をきそう21」ことが可能だった

当時の経済・社会環境が背景になったもので、

職能評価と態度評価が混在し、また職能等級

基準にも課題が残るものであった。 

しかし、世界経済の変化に伴い、内部労働

市場を中心とした労働者の能力開発のあり

方についても、大きく変化を求められた。米

国で長期経済低迷を解消すべく、「ある職務

または状況に対し、基準に照らして効果的、

あるいは卓越した業績を生む原因として関

わっている個人の根源的特性22」という、コ

ンピテンシーの概念を人的資源管理に導入

することが1970年代に提唱され、日本におい

てはバブル崩壊後、新たな人事制度が模索さ

れ始めた際に普及した。 

2000年代に入り、フリーター人口が増加し

続け、内閣府定義で417万人（2001年）、厚生

労働省定義で217万人（2003年）と推計され

る23など、若年フリーターやニート、新卒無

                                                 
20 楠見(2012)「実践知の獲得」『実践知』 34-38 頁 

21 小池(1994)  28 頁 
22 ライル・スペンサー＆シグネ・スペンサー(2001)『コ

ンピテンシー・マネジメントの展開』生産性出版 11

頁 
23 内閣府は、「15～34 歳の若年(ただし、学生と主婦を

除く)のうち、パート・アルバイト(派遣等を含む)及び働

く意志のある無職の人」(国民生活白書2003)とし、厚生

労働省は、「年齢15～34 歳、卒業者、女性については未

婚者に限定し、さらに、(1)現在就業している者について



業者の増加、その後、非正規労働者の増加も

社会的課題として広く認知されるようにな

った。 

この際、コンピテンシーの概念が人的資源

管理から高等教育や職業教育に広げられ活

用されることとなった24。  

OECDが2003年に、「キーコンピテンシ

ー」を定義し、厚生労働省は2004年に「就職

基礎能力」を、経済産業省は2006年に「社会

人基礎力」、文部科学省は2008年に「学士力」

として、学力に捉われない新しい能力として

それぞれ定義し、その能力向上のために施策

展開を進めてきた。 

「社会人基礎力」は、「就職時に企業が求

める能力と、学校が考える生徒・学生の能力

にギャップが生じている25」という認識の下

で、「職場や地域社会の中で多様な人々と共

に仕事をしていくために必要な基礎的な力」

とされ、基礎学力や専門知識に加えて、意識

的に育成していくことが重要と考え大学な

どの教育機関でその普及が進められた。 

また「学士力」は、「教育の質を保証する

ために、大学ごと独自に学生の到達目標を定

めることが求められ、中央教育審議会では、

それを「学士力」として例示した26」もので、

専門知識や基礎学力、主体性や人間性・生活

態度、課題発見力などとされた。 

これら職業能力の定義化や、その評価・能

力向上に係る施策の展開は、それまで重視さ

れがちであった学歴・社歴や基礎学力、専門

知識に加え、不確実性が高い社会環境にあっ

                                                                 
は勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」

である雇用者で、(2)現在無業の者については家事も通学

もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する

者」(労働経済白書2003)としている。 
24 松下佳代(2013)「〈新しい能力〉と学習評価の枠組

み」『文部科学省：育成すべき資質・能力を踏まえた

教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会(第 2

回)資料』 

25 経済産業省(2010)『社会人基礎力 育成の手引き』

朝日新聞出版 2-3 頁 

26 同上 

て、問題解決力などの「仕事における実践を

想定した力」に着目した点で重要な一歩であ

った。 

しかし社会人基礎力については、「実証的

根拠はなお不明確である。前提となる各スキ

ルの測定方法やスキル間の関連性およびそ

の階層性について、データに基づくエビデン

スはとくに示されていない」と評され、同じ

く「学士力」については、「かなり広範なも

のであり、１つひとつのスキルの内容につい

ての説明は、まだまだ抽象的である27」とい

う指摘もあるように、いずれも評価や能力開

発に用いることは難しいと考えられる。 

さらに厚生労働省では、「正社員就職でき

ず非正規にとどまる学卒者など職業能力形

成機会に恵まれない人が企業現場・教育機関

等で実践的な職業訓練を受け、修了証を得て、

これらを就職活動など職業キャリア形成に

活用する制度28」として、「ジョブカード制

度」を2008年に導入した。 

しかし、この「ジョブカード制度」は一時

期、事業仕分け対象となるなどしたが、職業

資格を取得するための学習経験や勉強会・講

習会への参加経験は正規労働者転換にプラ

スの影響を与える29ことからも、技能の熟練

化をどのように社会的に評価していくのか

が課題であったと考えるべきである。 

太田は、「どこの企業でも通用する能力を

身につけるべきだという認識そのものは正

しい」としつつも、「基本的な問題は、どこ

までが企業特殊的能力で、どこからが一般的

                                                 
27 子安増生(2011)「批判的思考力の知的側面」楠見

孝・子安増生・道田泰司編『批判的思考力を育む』有

斐閣 31-37 頁 

28 小杉礼子(2011)「正社員への移行支援政策としての

ジョブ・カード制度の現状と課題」小杉礼子・原ひろ

み編『非正規雇用のキャリア形成』勁草書房 210頁 

29 独立行政法人労働政策研究・研修機構(2017b)「壮

年非正規雇用労働者の仕事と生活に関する研究―正

社員転換を中心として―」 



能力かの線引きがきわめて難しい30」とし、

「わが国では仕事の分担や責任が明確でな

いため、能力面や業績面にも主観や裁量が入

り込む余地は大きい31」と述べる。能力定義

化やその評価に関する取り組みは、いまなお

多くの課題を抱えていると認識されている。 

 

２－３ エビデンスに基づく測定可能な能

力・スキルに関する研究 

ホワイトカラー労働者に求められる、能

力・スキルに関して、各スキル間の関連性や

階層性を、エビデンスに基づいて検証し、測

定可能な定義・指標として捉えようとする研

究が、認知心理学の視点から近年進められて

いる。 

楠見は、ワグナーとスタンバーグらの研究

に基づき、「実践知」の構造について、日本

の社会人や学生へのアンケート調査を実施

し、実践知は日米とも類似的に「タスク管理」、

「他者管理」、「自己管理」の3因子に分かれ

ることを見出した32。 

さらに、この3つの実践知のうち前二者を、

カッツが提唱した管理職の仕事を支える「テ

クニカルスキル」、「ヒューマンスキル」、

「コンセプチュアルスキル」の前二者に対応

づけ、「自己管理」はこれらのスキルをモニ

ターしコントロールする「メタ認知スキル」

とし、「コンセプチュアルスキル」は複雑な

状況を分析し創造的に解決する概念化スキ

ルとして最上部に布置させた。 

そしてこれらの実践知の基盤となるのが、

「経験からの学習態度」や「省察」、「批判的

                                                 
30 太田肇(2008)『日本的人事管理論』中央経済社 30

頁 

31 太田肇(2010)『見せかけの勤勉の正体』PHP 研究

所 45-46 頁 

32 楠見(2001)「中間管理職の経験からの学習能力を支

える態度の構造」日本労働研究機構編『ホワイトカラ

ーの管理技能を探る(その 2)』 

思考態度（クリティカルシンキング）」であ

るとする、スキルの体系化を行った33。（図1） 

 

 

 

その上で、各国における先行研究に基づき

楠見は、実践知の獲得は経験年数だけではな

く、経験から学んでいく学習能力や態度が重

要であると考え、「経験からの学習能力を支

える態度の構造」に関しても研究を進め、実

践知の獲得との間で、「挑戦性」と「柔軟性」

が正相関である結果を得た34。 

そして批判的思考態度などが、野中と竹内

が提唱した、知識変換モード（共同化、表出

化、統合化、内面化）35を経て、どのように

経験が実践知獲得につながるのか、スキル間

の関連性も含めて共分散構造分析を通じた

モデル化を行った36。（図2） 

 分析結果は、「批判的思考態度は、省察と

挑戦思考の態度によって支えられ、職場にお

ける暗黙知と形式知の知識変換、個人の経験

                                                 
33 楠見(2014)「ホワイトカラーの熟練化を支える実践

知の獲得」『組織科学』Vol.48 No.2  8-9 頁 

34 楠見(2014) 10-12 頁 

35 野中郁次郎・竹内弘高(1996)『知識創造企業』東洋

経済新報社 90-104 頁 

36 楠見(2011)「ホワイトカラーの実践知の獲得に及ぼ

す批判的思考態度の影響」『日本認知心理学会第 9 回

大会発表論文集』 



学習と組織学習を活発にすることが明らか

になった。これは、個人の経験年数とともに

テクニカルスキルの向上に影響を及ぼして

いた。さらに、管理職経験はコンセプチュア

ルスキルを向上させ、職場と仕事の創造的な

問題解決を促進する37」というものであった。 

このほか木村は、楠見による研究と同様に、

挑戦性が経験学習を支える上で重要な態度

であることを実証した38。 

こうしたエビデンスに基づく実証研究に

よって導き出された、測定可能な能力やスキ

ル等に関する定義や指標を、本研究における

基盤として考える。 

 

２－４ 経験がスキル獲得に及ぼす影響に

関する研究 

 さて、「経験からの学習態度」が実践知獲

得に貢献していることは一連の研究で明ら

かになったものの、「どのような経験」が実

践知獲得に影響を及ぼしているのかを、デュ

ーイに始まる経験学習理論39の観点からより

俯瞰的に見る必要性がある。 

 経験学習理論は「「能動的実験・具体的経

験」と「内省的観察・抽象的概念化」という

                                                 
37 楠見(2014) 14 頁 

38 木村充(2012)「職場における業務能力の向上に資す

る経験学習のプロセスとは」中原淳編『職場学習の探

究』生産性出版 52-53 頁 
39 中原淳(2013)「経験学習の理論的系譜と研究動向」

『日本労働研究雑誌』No.639 5頁 

二つのモードが循環しながら、知識が創造さ

れ，学習が生起する40」とコルブが示したモ

デルが一般的に知られる。 

経験からの学習に関して、日本で先駆的な

研究を行ってきた松尾は、「経験の量的側面

である「経験の長さ」が業績とどのような関

係にあるかが分析されてきた」ものの、「経

験年数と経験内容がどのように関係しあっ

ているのかを検討した研究は見られない」こ

とを述べた41。 

こうした先行研究が残した課題に対して、

松尾は、営業職の経験が現在の業績にどのよ

うに寄与しているのかを分析し他の業種や

職種と比較する中で、「経験学習プロセスに

も領域固有性が存在する」とした。つまり、

業種や職種などの「経験の内容」により成長

パターンが異なることを指摘した42。これは、

「ホワイトカラー職種において、能力開発に

適した方法が、仕事の性格によって異なる43」

とした、労働政策研究・研修機構の研究にお

いても言及される。 

また楠見・金井他は、管理職やIT技術者、

教師や看護師、デザイナーらの領域ごとの実

践知が、どのような経験を経て獲得されるの

かを詳細に描き出した44。 

さらに木村らは、独自に経験学習尺度を作

成し、中原が作成した能力向上尺度45や、楠

見の経験からの学習を支える態度尺度46を用

いて分析を行い、同僚や上司からの内省支援

                                                 
40 同上 7頁 

41 松尾睦(2006)『経験からの学習』同文舘出版 64-65

頁 

42 同上 180 頁 

43 独立行政法人労働政策研究・研修機構(2017c)「日

本企業における人材育成・能力開発・キャリア管理」 

44 楠見・金井編(2012) 107-292 頁 

45 中原(2011)『職場学習論』東京大学出版会 71-84

頁 

46 楠見(1999)「中間管理職のスキル、知識とその学習」

『日本労働雑誌』Vol.474 



や業務支援を受けながら経験を通じた能力

開発が進められるプロセスを明らかにした47。 

 

２－５ 雇用形態とスキル獲得との関係に

関する研究 

 経験からの学習に関して本研究で取り上

げる、雇用形態とスキル獲得との関係性につ

いて研究したものは少ないが、塩谷のものが

ある。 

塩谷は、対人コミュニケーションの技能と

して「ソーシャルスキル」を位置づけ、当該

スキルの高低によって雇用形態に差異が生

じる可能性を実証した。 

それと同時に、「ソーシャルスキルの高い

者が正規雇用の職を得たのではなく、正規雇

用者としての就労経験が就職後にソーシャ

ルスキルを高めた可能性」についても言及し

実証分析を行ったところ、有意な結果は得ら

れず翻って塩谷の仮説を補強するものとな

った48。 

しかしながら、離学後一貫して正規労働者

は正規労働者として、また非正規労働者は非

正規労働者として就労してきたことを前提

とする点49や、本稿で取り上げる実践知のう

ち、「ヒューマンスキル」と類似性が認めら

れる「ソーシャルスキル」のみを独立変数と

している点において、さらなる検証の余地が

ある。 

確かに、非正規労働者から正規労働者への

転換は一般的に困難であるが、佐藤による調

査では、正規への移行経験がある初職非正規

                                                 
47 木村充・舘野泰一・関根雅泰・中原淳(2011)「職場

における経験学習尺度の開発の試み」日本教育工学会

編『日本教育工学会研究会報告集』2011(4)  147-152

頁 

48 塩谷芳也(2014)「若年男性の雇用形態とソーシャル

スキル」 

49 同上 

の比率は41.1％であったこと50や、独立行政

法人労働政策研究・研修機構が行った30歳代

を対象とした調査では、5年前に非正規労働

者であった男性のうち20％以上が正規労働

者へ雇用形態を転換している51など、現在の

就労形態をもって一概に当該雇用形態での

就労年数とするには無理があると考えられ

る。 

 

２－６ 本研究の特色 

 ここまで、経験を通じた実践知獲得に関す

る研究を検討してきた。 

本稿の研究動機が、就職氷河期以後の非正

規労働者に対する効果的な労働政策を模索

するものであることを踏まえ、まずは正規・

非正規の就労経験年数と実践知獲得との関

係性に、どのような差異があるかを定量的に

分析したい。 

さらに、実践知はなにも仕事の場のみによ

って得られるものではないと考えられる。 

先述した楠見による知的熟練過程の第3段

階では、文脈を超えた類似性認識ができるよ

うになり知識やスキルの援用が可能になる

とされる。また発達心理学の観点では、キャ

リアは「労働者」、「子ども」、「学生」、「余暇

人」、「市民」、「家庭人」の6つの生活役割が、

相互に影響しあい形成されていくものと考

えられており52、またフィッシャーが提唱し

た「能力の発達に関する5つの変容原則」の

考え方53に基づけば、職務外の経験を通じて

獲得された能力も職務内の課題に対して代

                                                 
50 堀田聰子(2010)「「初職非正社員」は不利なのか」

佐藤博樹編『働くことと学ぶこと』 168 頁  

51 独立行政法人労働政策研究・研修機構(2016)「壮年

期の正社員転換～〈5 年前と現在の仕事と生活に関す

るアンケート〉調査結果より～」 

52 浦上昌則(2013)「キャリア形成」武藤隆・子安増生

編『発達心理学Ⅱ』東京大学出版会 71-73 頁 

53 加藤洋平(2017)『成人発達理論による能力の成長』

日本能率協会マネジメントセンター 東京大学出版会 

110-113頁 



用化し実践知として活用できるとも考えら

れる。 

すなわち、子育ての経験、または自治会や

PTAなどの地域活動や非営利組織へのボラ

ンティア活動などの経験は、正規労働者が仕

事上で得られる経験との間で、代替性や補完

性があるものと考えられるのではないだろ

うか。 

子育ての経験が実践知獲得に寄与すると

する研究はこれまで見られないが、非営利組

織については、佐藤がピーター・センゲ等の

学習理論を踏まえて、「NPOは個人のもって

いる能力・知識や経験を集団的に共有し、リ

ーダーやスタッフが集団としての知を形成

し、共同性の再構築にむけて相互支援的な事

業を推進しつつ社会に働きかけていく。この

過程にNPOとしての特徴的な教育力をみい

だすことができる54」としているように、非

営利組織への主体的な参画が、実践知を獲得

できる手段であることを示唆している55。 

本稿での政策検討は、子育ての経験が持つ

価値を明らかにし育児休業後の就労との架

橋にも貢献するものとなるであろうし、また

地域活動や非営利組織へのボランティア参

加を促進し、「新しい公共」の時代に相応し

い社会的参画の意義を再認識することにも

つながるはずである。 

 

                                                 
54 佐藤一子(2004)「NPO の教育力と協働・参画型社

会の構築」佐藤一子編『NPO の教育力』 8頁 

55 高橋満(2004)「NPO における学びの公共性」『NPO

の教育力』36-41 頁 

 
なお、松尾が示した研究モデルに即して本

研究を位置づけた場合、図3のようになる。

経験学習の中で雇用形態が与える影響を分

析し、また子育てやコミュニティ活動がキャ

リア形成過程において意味を持つのかを問

うものである。 

 

 

３ 仮説及び調査方法  

３－１ 仮説 

本稿では、次の3つの仮説を立てて、それ

ぞれ検証を行うものとする。 

（仮説１）：「正規労働者」の就労年数は、

有意に、実践知の獲得につながる。 

（仮説２）：「正規労働者」以外の就労年数

と、実践知獲得との関係性は、有意ではな

い。 

（仮説３）：一定期間の子育て経験や社会

活動は、有意に、実践知の獲得につながる。 

 

３－２ 調査方法 

 マーケティングリサーチ会社（調査委託

先：株式会社マクロミル）にモニター登録し

ている20歳から50歳の者のうち、現在、正規



労働者として働く250名、契約社員や派遣社

員として働く非正規労働者350名の計600名

を目標に調査を行った。 

 質問紙の作成にあたっては、従属変数とな

る「実践知」に関しては、楠見が実践知のス

キルレベルを自己評価させるために作成し

た質問56の中から9問を選定した。 

また独立変数に関しては、「雇用形態別の

就労経験年数」や「子育て・自治会などの活

動（共に3年以上の経験）の有無」に関する

質問は、独自に作成したものである。「批判

的思考力」は、平山・楠見が作成した短縮版

（12問）57を用い、「経験からの学習態度」は、

楠見が作成した質問紙58の中から合計9問を

用いた59。 

統制変数として用いる「学歴」は、中途退

学を含めて中学／高校・高等専門学校／短

大・専門学校／大学・大学院の中から選択で

きるようにした。 

なお、調査に用いた質問項目を巻末に掲載

する。 

 

３－３ 調査概要 

2017年12月15日から19日の5日間にかけて

調査を行い、現職が正規労働者である260名

と、契約社員・派遣社員355名の合計615名か

ら回答を得た。 

先行研究を踏まえて、ブルーカラー職（「生

産・製造・工事」、「保安」、「調理接客」の経

験年数が本人の就労年数の過半である者）と

判断した者を標本対象から除外したほか、就

職氷河期世代の前後において企業内の能力

開発環境や賃金の固定的格差（世代効果）が

                                                 
56 楠見(2011)  

57 楠見孝・津波古澄子(2017)『看護におけるクリティ

カルシンキング教育』医学書院 13頁 

58  楠見(2001) 

59 楠見孝・京都大学大学院教育学研究科教授には、質

問紙の使用を快諾いただくとともに、アンケート調査

に関して貴重な助言を頂いた。 

あるとする先行研究を踏まえて、46歳（1993

年に、22歳の時に大学を卒業したと想定）以

上の年齢の回答者、虚偽回答と分かる者など

を除外した。 

最終的に、現職が正規労働者である133名

と、契約社員・派遣社員である172名の、「合

計305名」（平均年齢35.2歳）を、分析に用い

る標本とする。 

 

 

４ 分析と考察 

４－１ 分析方法 

 （仮説１）と（仮説２）を検証するために、

「実践知」を構成する3要素「テクニカルス

キル(9点満点)」、「ヒューマンスキル(9点満

点)」、「コンセプチュアルスキル(9点満点)」

の合計点数をもって、従属変数たる「実践知

(27点満点)」とし、「正規労働者としての就

労年数」及び、「正規労働者以外の雇用形態

での就労年数」のほかに、「経験からの学習

態度」の代理指標として、「批判的思考力（60

点満点）」と「挑戦性（15点満点）」、「柔軟性

（15点満点）」の3つ要素を用いた。 

また、（仮説３）を検証するために、子育

てまたは社会活動の経験が3年以上ある者を

「1」とし、未経験か3年未満の者を「0」と

するダミー変数として、独立変数に加えた。 

さらに、「年齢」及び「学歴」の2項目を統

制変数として加えることを検討したが、この

うち「年齢」については、「正規及び、非正

規の就労年数」の和との間で、多重共線性の

傾向が見られたことから（VIF：9.34）、統制

変数としては「学歴」のみを用いることとし、

以上の変数をもって重回帰分析を行う。 

なお、「正規労働者としての就労年数」及

び、「正規労働者以外の雇用形態での就労年

数」の間には多重共線性の影響が低いため

（VIF：1.32）、回帰式には両変数を同時投入

することとする。 



 以上の分析結果が、「正規労働者としての

就労年数」は有意に「実践知」の向上（係数

がプラス）に寄与しているのであれば、（仮

説１）は正しいと考えられる。 

 また、「正規労働者以外の雇用形態での就

労年数」と「実践知」との間の回帰分析結果

が、仮に有意でなければ、（仮説２）も正し

いモデルであると考えることができる。 

 そして、「子育て、または社会活動の経験

が3年以上ある」という独立変数が有意であ

るならば、（仮説３）も正しいモデルと言え

るだろう。 

なお「実践知」の点数化は、楠見の先行研

究60に倣うものとし、テクニカルスキル、ヒ

ューマンスキル、コンセプチュアルスキルに

関しては、能力定義に対する自己評価を「初

級=1、中級=2、上級=3」とし、3つスキルご

との和を当該スキルの得点とし、3つのスキ

ルの合計点を「実践知」とした。「批判的思

考力」並びに、「経験からの学習態度（挑戦

性、柔軟性）」については、5点法を用いて、

「非常に当てはまる＝5、当てはまる＝4、ど

ちらとも言えない＝3、当てはまらない＝2、

非常に当てはまらない＝1」とした。そして、

「教育年数」については、中途退学を含む最

終学歴をそれぞれ、「高校＝3、短大・専門学

校＝5、大学・大学院＝7」として用いる。 

 

４－２ 分析結果 

 各仮説に対する分析結果は以下の通りで

ある。(図4) 

 

４－２－１ 仮説１に対する分析 

正規労働者の就労年数が、実践知獲得につ

ながるとした仮説は、1％水準で有意であっ

た。 

                                                 
60 楠見(2011)  

実践知の内訳をみると、テクニカルスキル

とコンセプチュアルスキルが有意で、係数も

プラスであった。  

 

４－２－２ 仮説２に対する分析 

 続いて、非正規労働者としての就労年数は、

実践知獲得との関係性において、有意な結果

を見ることができなかった。 

実践知の内訳をみても、いずれのスキルに

も有意に影響を与えていない。 

 

４－２－３ 仮説３に対する分析 

 最後に、子育ての経験や主体的なコミュニ

ティ活動への参画は、実践知の獲得につなが

るとする仮説は、5%水準で有意であった。 

なお、正規／非正規の就労年数以外には、

「批判的思考力」や「柔軟性」、「挑戦性」な

どの「経験からの学習態度」についても、そ

れぞれスキル獲得に有意に影響を与えてお

り、楠見の先行研究とも概ね一致している。

一方、「学歴」は有意ではない結果であった。

調整済み決定係数は、0.16であった。 

 



４－３ 仮説検証                  

分析結果により、仮説について明らかにな

ったことは、以下の通りである。 

１．就職氷河期以後の「正規労働者として

の就労年数」は、有意に、「実践知」の獲

得につながっていることが分かった。 

２．就職氷河期以後の「正規労働者以外の

雇用形態による就労年数」は、「実践知」

の獲得において有意性はみられなかった。 

３．「子育ての経験や自治会や PTA などの

社会活動」は、「実践知」の獲得につなが

っていることが分かった。 

 以上のことから、現在、概ね 45 歳以下

とする就職氷河期世代より後世代につい

て、（仮説１）と（仮説２）は正しいこと

が実証された。 

また、子育ての経験や自治会・PTA など

の役員経験といったコミュニティ活動へ

の主体的参画も、「実践知」の獲得に寄与

するとした、（仮説３）も正しいと言える。 

 

４－４ 考察 

「正規労働者としての就労年数」が実践知

の獲得につながっていること、そして「正規

労働者以外の雇用形態による就労年数」は実

践知獲得との間で因果関係がみられないと

いう結果は、予想していた通りのものとなっ

た。 

正規労働者は雇用期間の定めのない雇用

契約であることを考えると、能力開発の機会

も多く非典型的な仕事を経験する過程で技

能を磨くことができると考えられるが、他方、

非正規労働者は会社や個人によって得られ

る経験や能力開発の機会はまちまちだと考

えられる。これは、堀田の先行研究61とも概

ね一致している。 

また実践知のうち、ヒューマンスキルの獲

得については、正規／非正規とも影響を与え

ておらず、就労経験が「ソーシャルスキル」

の獲得に影響を与えていないとした、塩谷の

分析結果62とも合致する。 

また分析結果は、職業上の就労経験のみが

「実践知」の獲得に寄与しているのではなく、

例えば、子育ての経験や自治体活動、PTA活

動などのコミュニティ活動を通じても獲得

できることを明らかにした。 

一般的には、いったん教育訓練やキャリア

アップの機会が、より多い仕事や雇用形態

                                                 
61 堀田(2010) 147-184 頁 

62 塩谷(2014) 

切片 2.0363 *** 1.3136 ** 1.7635 *** 5.1133 ***

正規労働者として
の就労年数

0.0510 *** 0.0157 0.0372 ** 0.1039 ***

非正規労働者とし
ての就労年数

0.0197 0.0020 0.0207 0.0424

子育ての経験や
社会活動ダミー

0.3504 * 0.4902 ** 0.3851 * 1.2257 **

批判的思考力 0.0265 ** 0.0181 0.0164 0.0610 **

柔軟性 0.0621 0.1367 *** 0.0499 0.2487 **

挑戦性 0.0649 0.0681 0.1322 *** 0.2652 ***

学歴 -0.0051 0.0927 * 0.0321 0.1197

調整済みR² 0.1414 *** 0.1224 *** 0.1316 *** 0.1605 ***

（図4）雇用形態や子育て等の経験がスキル獲得に与える影響

*** ｐ＜0.01、** ｐ＜0.05、* ｐ＜0.1  数値は係数

実践知

テクニカル

スキル

ヒューマン

スキル

コンセプチュアル

スキル
３スキル計



（日本では、主に正規労働者）の標準コース

から外れてしまえば、統計的差別や固定的観

念により、職業能力の獲得やキャリア形成に

開きが生じると考えられる。久本は、「人々

の職業能力の基本的な部分は家庭や学校生

活のなかで学ぶことができる。しかし、実際

に必要な職業能力の多くは、日常的におこな

われる企業での職業経験の積み重ねのなか

で育成される63」と、「仕事競争モデル」に関

して述べる。 

しかしながら、本稿の分析結果によれば、

いったん非正規労働へ脱落してしまったと

しても、充実した子育ての経験やコミュニテ

ィ活動などへの主体的な社会参画も、実践知

の獲得につながる可能性を明らかにしてい

る。 

職場外の経験が、どのように実践知獲得に

寄与するのかという仕組みは明らかではな

いが、「本研究の特色」でも示したように、

認知心理学における類推の考え方や、発達心

理学におけるフィッシャーの「能力の発達に

関する5つの変容原則」の他、キーガンらが

言うように「人格的成熟」に子育て等の職場

外の経験は影響を与え64結果的に実践知を獲

得できる可能性があるとも考えられる。 

 このような考察に基づけば、就労支援や人

的資源管理の場面で、従前は雇用形態や職歴

などが重視されがちであったと思われるが、

非正規労働者であったとしても実際に従事

して得た経験や、または子育て・社会活動を

通じて得た具体的経験も労働政策を検討す

る上で有効に活用できると考えられる。 

 

 

 

 

 

                                                 
63 久本憲夫(2010)『日本の社会政策』ナカニシヤ出版

29 頁 

５ 検討すべき労働政策 

５－１ 「就労支援事業」における「職務外

の経験」に対する評価の見直し 

 これまで、職務経験以外の子育てや介護の

経験、または自治会やPTAなどの役員経験、

もしくは非営利組織へのボランティア参加

などに対する経験は、公共機関による就労支

援や企業の採用活動においても、一般的には

欄外の扱いであったように思われる。 

様々な社会活動による活動が実践知の獲

得につながっている結果を踏まえると、非正

規労働者や無職者に対する就労支援や教育

訓練の現場では、従来のスキルや知識の積み

増しを行おうとする観点に加えて、これまで

の社会経験の中から、潜在化している実践知

と代替性・補完性、あるいは横断性がある具

体的な経験を、キャリアカウンセラーやハロ

ーワーク、教育機関で従事する職員、また民

間の採用担当者などが発掘し、評価すること

も、検討されるべきである。 

 育児休業を経て、職場や職業生活へ復帰す

る者のスキル不足が社会的課題となってい

る現在、子育て等の経験を政府や自治体、産

業界が職業能力と同等に捉えることができ

るならば、効果的な就労支援にもつながるで

あろう。 

 非正規労働者などはその具体的経験にか

かわらず、就労に際して統計的差別を受ける

ことが多い。こうした、統計的差別や固定的

観念をなくすことができるのは、

「積 極 的
アファーマティブ

活 動
アクション

を用いるときだけ65」とさ

れる。それならば、公共機関が率先して職場

外の経験をポジティブに評価し、就労支援や

任用に用いていくことは、意義あることだと

考える。 

 

                                                                 
64 加藤(2017) 20-22 頁 



５－２ 「人的資源管理」における「子育て

の経験」に対する評価の見直し 

企業では、社員の仕事経験の幅を広げ社内

外の人的ネットワークを拡大させることを

意図し、転勤を含む人事異動を人事管理の一

環で行うことがある66。実際、「希望通りの異

動（転勤を含む）は、円滑な業務運営に必要

な能力習得に対しプラスに影響する傾向67」

があるとされ、これまで出産や子育てを主に

担ってきた女性は、正規雇用継続の機会が限

定されることがあった。 

現在、男女共同参画推進や女性活躍推進に

係る施策展開を受け、女性有業率のM字カー

ブは解消されつつあるものの、いまだ目標の

途上にあると言える。 

本稿における分析結果は、子育ての経験が

実践知の獲得に寄与する可能性を示唆する

ものであった。 

したがって、希望通りの人事異動（転勤を

含む）によって得られる能力開発機会と、子

育て経験によって得られる実践知獲得は、

「仕事経験の幅が広げられる」などの経験的

文脈の点で共通性・類似性が見いだせるとす

れば、出産後の一定期間は、家庭内で子育て

に専念したいと考える者にも効力感を与え

ることになるはずである。 

また企業の人的資源管理においては、育児

休業や復帰後の働き方・雇用形態が、本人の

キャリア形成において利益が損なわれるこ

とがないように考慮され施策検討される際

の評価要素になるものであると考える。 

 

                                                                 
65 レスター・サロー(1984)『不平等を生み出すもの』

同文舘出版 244頁 

66 武石恵美子(2017)「ダイバーシティ推進と転勤政策

の課題」佐藤博樹・武石恵美子編『ダイバーシティ経

営と人材活用』東京大学出版会 30-33 頁 

67 松原光代(2017)「転勤が総合職の能力開発に与える

効果」『ダイバーシティ経営と人材活用』62 頁 

５－３ 非正規労働者への能力開発支援の

充実 

本稿調査結果では本人の経験から学習す

る態度に雇用形態の別による大きな差異は

見られなったことから（批判的思考力、挑戦

性、柔軟性の各平均値は、現職正規

39.7/8.0/9.2、現職非正規40.4/7.6/9.3であ

った）、経験学習の観点から考えると違いが

生じた要因は、与えられた経験の質や学習で

きる職場環境であると考えられる。 

確かに長期雇用を前提としない非正規労

働者に対して、責任が伴う重要な仕事は任さ

れることが少なく68、定型業務を任されるこ

とが多い非正規労働者にとって、上司や同僚

からの内省支援の機会やその質も低いこと

が考えられる。 

しかし本稿の分析では、雇用形態にかかわ

らず、子育て経験や社会的活動への参画が有

意に実践知に結びついていることが明らか

となった。つまり、非正規労働者であっても

正規労働者並みに経験を積み知識やスキル

を有している者がいるということである。 

中原は組織学習の観点に立ち、普段の自分

のフィールドから越境することによって得

られる「「違和感」を通じた振り返りこそが、

「学びや変化の源泉」69」と述べるように、

雇用形態によらずにインタラクティブな内

省風土を形成することが、正規労働者と非正

規労働者両方にとってよりよい学習環境に

つながると考えられる。 

労働政策としては、非正規労働者が潜在的

に持つ知識や経験が組織学習や企業経営に

利点があることを、キャリアアップ促進事業

などを通じて周知に努めることなどが求め

られる。 

 

 

                                                 
68 独立行政法人労働政策研究・研修機構(2017a) 
69 中原淳(2018)「働く大人のための「学び」の教科書」

かんき出版 122-127 頁 



５－４ 求職者等への教育訓練事業の充実 

 本稿で得られた知見は、職場外での能力開

発機会である国や自治体が離職者に対して

行う求職者訓練などの公共職業訓練事業へ

も適用できる。 

 歴史的に見れば、公共職業訓練は、「企業

内訓練の補完機能を果たしてきた」ものの、

長期雇用を前提として成立していた職業能

力開発モデルが崩れてきた昨今では、「公共

職業訓練のもつ社会的重要性はより高まる
70」と考えられている。 

 経験学習論では、本人の省察的態度や他者

からの内省支援の機会が実践知獲得に貢献

できると考えることから、公共職業訓練にお

いては、アクティブ・ラーニングや問題解決

型学習（PBL）を教育訓練過程に活用するこ

とで、より効果的な能力開発につなげること

ができると考える。 

具体的には、公共職業訓練の場で、正規労

働者が実際に経験するケースを疑似体験し、

チームで解決にあたる機会を設けるなどが

考えられる。 

これらに加え、非営利組織などのコミュニ

ティ活動そのものが、問題解決型学習（PBL）

などの学習支援機能を有すものと考えられ

ており71、たとえば、既存の職業教育訓練に

おけるカリキュラムの一つとして、非営利組

織などへのインターンシップ参画を加える

などして、制度化を図ることは、現実的な施

策であると考える。 

 

   

６ 今後の課題 

本稿では、仮説検証に基づく考察から検討

すべき政策課題の提示を行った。一方、研究

                                                 
70 喜始照宣(2014)「公共職業訓練制度」筒井美紀・櫻

井純理・本田由紀編『就労支援を問い直す』勁草書房 

22-25 頁 
71 田中雅文(2004)「社会教育に対する NPO のインパ

クト」『NPO の教育力』 87-88 頁 

を進める過程で新たな課題も明らかとなっ

てきた。以下に今後の課題を挙げて結びとし

たい。   

一点目は、本研究の深掘りである。先述し

たように、発達心理学の観点からは、仕事だ

けではなく、家庭生活や市民としての活動も

キャリア形成に寄与するとされている72。本

稿では、「3年以上の子育て・コミュニティ活

動経験」を一括りとして独立変数として取り

上げたが、どのような具体的経験がどのよう

なスキルの獲得につながり、そしてどのよう

に評価されるべきかを、経験的文脈の中で詳

細に研究する必要がある。そうすることで、

本稿で「検討すべき労働政策」として取り上

げた各施策に関して、より効果的・効率的な

企画立案に貢献できるものと考える。 

二点目は、成果や業績といった「アウトカ

ム」を意識した実践知研究の広がりの必要性

である。松尾がほぼ例外的に取り上げてはい

るものの73、先行研究をレビューする中で気

付いたことは、具体的経験がどのように実践

知に結びついているのかにとどまっている

問題であった。現実的に企業や団体は成果や

業績を志向している。実践知獲得はいわば能

力開発施策のアウトプットに過ぎない。実践

知研究がより一般的なものになるためにも、

今後は実践知と業績との間にどのような関

係があるのかも研究されていく必要がある

と考える。 

三点目は、私自身の統計学に関する知見を

高めていく必要性である。多様な統計的分析

手法を習得することで、より精緻な分析結果

を得られるものになると考える。また本稿で

は先行研究に倣い、実践知尺度を同間隔とし

単純加算して用いたが、さらに良い方法も検

討する必要があると考える。 

（以 上） 

                                                 
72 浦上(2013)  71-73 頁 
73 松尾(2006) 89-97 頁 



●経験から学習する態度に関する質問（5件法）

●批判的思考力に関する質問（5件法）

●実践知に関する質問（3件法）

（表１）本研究で用いた質問項目

同僚や部下、上司と良い人間関係の形成する

人間関係の葛藤やトラブルを調整し解決する

会議で議論を方向づけ集約し、みんなを満足させる

状況の変化を認識し、現状の問題点を分析する

問題点をその場しのぎではなく、創造的に解決する

現状を変えるために明確なビジョンと計画を立案し、人

を動かす

負う責任は多くなっても、自分の仕事の範囲は広い方が

いいと思う。

責任の重い仕事を積極的に引き受けたい。

自分にとって慣れた仕事よりも、あえて難しい仕事をし

てみたい。

あなたが担当する仕事分野の専門知識

過去の成功・失敗事例に関する知識

組織のマネジメント、改善の知識やスキル

相手の性格に応じた対応が得意である。

上司に批判されるよりも同意を得られそうな考えを優先

したい。

現在の自分が将来の目標にどのくらい近づいているのか

非常に気になる。

上司による自分の仕事への評価がとても気になる。

別の視点で物事を考えるのが得意だと思う。

自分とは違う考えを持つ人の意見をよく聞く方だと思

う。

さまざまな文化について学びたいと思う。

生涯にわたり新しいことを学び続けたいと思う。

いろいろな考えの人と接して多くのことを学びたい。

他の人の考えを自分の言葉でまとめることがよくある。

誰もが納得できるような論理的な説明をしようとする。

議論の前提や用語の定義を正確にとらえて考えようとす

る。

行動をとるときは、はっきりとした証拠に基づくように

している。

判断をくだす際は、できるだけ多くの事実や証拠を調べ

る。

結論をくだす場合には、確かな証拠があるかどうかにこ

だわる。

１つ２つの立場だけではなく、できるだけ多くの立場か

ら考えようとする。

物事を決めるときには、客観的な態度を心がける。

いつも偏りのない判断をしようとする。
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